
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

 研修会については、より多くの人の参加に繋がるように、関心の高いテーマを選定する等研修内容や開催方法について工夫をしていく必

要がある。商店街を取り巻く環境の変化に対応しうる人材や魅力ある店舗づくりに資する事業となるよう、補助対象団体に対して継続的に

助言・指導を図りたい。

目標に対

する成果

の状況

 各種研修会への参加総数は目標の500人を上回る543人という結果を得た。参加者からは研修会に参加したことでモチベーションが上

がったという声や、知識や情報が大変有益なものであったという旨の声が多数聞かれた。

 概算事業費（B（A）+C） 2,632 2,626 2,626 2,626

826 826 826

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度

概　算

人件費

0.10 0.10 0.10 0.10

832

1,800 1,800 1,800

Aの

財源

1,800 1,800 1,800 1,800

予

算

額

前年度繰越

当初予算 1,800

補正予算

1,800 1,800

1,800 1,800 1,800

合計（A) 1,800 1,800

500

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

商店街共同活動事業 補助金

商店街の振興、個店の活性化に資すると認められる事

業に要する経費に対する補助

1,800 1,800 1,800

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 市町村の枠を越えて広域的に活動する商店街団体への直接補助

商店街共同活動事業支援事業補助金交付要綱

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

課・室 経営支援課

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail keieishien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－５　地域の暮らしを支える産業の振興

 ・商店街及び商工団体が行う賑わいのあるまちづくりのための研修、講習会、調査研究及び情報提供等の事業を支援し、魅力的な店

舗づくりや持続的に繁栄する商店街づくりの促進を目指す。

 商店街及び商工団体が行う賑わいのあるまちづくりのための研修、講習会、調査研究及び情報提供等の事業を支援し、魅力的な店舗づ

くりや持続的に繁栄する商店街づくりの促進を目指す。

 【平成23年度商店街実態調査結果（前回調査：平成20年度実施）】

 県内商店街数：242（前回調査比△18商店街）　　景況感：前回調査時から「衰退」と回答した商店街が54.5％

 空き店舗の状況：8.5％（前回調査比＋0.8ポイント）

成果目標の達成状況

項目

セミナー参加者数

事業番号 06 03 03 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 商店街共同活動支援事業商店街共同活動支援事業商店街共同活動支援事業商店街共同活動支援事業
担

当

課

部局 商工労働部

 　　　　 １　活力のある商業・サービス業の振興 実施期間 S58 ～

合計 1,800 1,800 1,800

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

550500 543 達成


